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（１）今期の業況判断
　今回（2025年 7 ～ 9 月期）の業況ＤＩは全産業で横ばいの▲ 8、製造業で22ポイント（以下、p）
悪化の▲29、非製造業で 8 p改善の± 0（図表 3）。
　製造業では、食料品製造業で40p悪化の▲30、食料品以外の製造業で11p悪化の▲28となり、前回
調査における先行きを下回る結果となった。悪化の背景には、調査時点の2025年 8 月に米国政府によ
り発動された15％の相互関税措置があげられる。自由回答では、関税引き上げの影響が不透明である
ため生産回復の遅れや投資意欲減退が懸念され、厳しい業況が続いているとの声が聞かれた。
　非製造業では、消費財卸売業や事業所サービス業で大幅な改善が見られた。一方で、自由回答では、
8月の記録的大雨や人手不足、賃上げによる人件費の上昇などを背景に売上や利益が減少したとの声
が聞かれた。

（２）先行きの業況判断
　先行き（2025年10～12月期）の業況ＤＩは全産業で 4 p改善の▲ 4、製造業で12p改善の▲17、非製
造業で 1 p改善の＋ 1の見通し（図表 3）。
　業種別では、 6業種で改善の見通し。自由回答では、最低賃金の上昇の影響を懸念する声が聞かれ
た。賃上げは人材確保のために不可欠であるとの声が聞かれた一方で、人件費の上昇は営業利益の減
少に直結するため、経営への負担が大きくなることを懸念する声も聞かれた。

今回 前回比 先行き 今回比

業況ＤＩ ▲ 8 ± 0 ▲ 4 ＋ 4

売上ＤＩ 5 ＋ 2 10 ＋ 5

利益ＤＩ ▲ 22 － 3 ▲ 16 ＋ 6

仕入価格ＤＩ 52 － 8 53 ＋ 1

販売価格ＤＩ 24 － 9 27 ＋ 3

設備ＤＩ ▲ 5 ＋ 8 ▲ 9 － 4

労働力ＤＩ ▲ 37 － 2 ▲ 43 － 6

在庫ＤＩ 10 ＋ 2 4 － 6

資金繰りＤＩ 4 ＋ 2 2 － 2

米国関税の引上げが発動する中、
製造業が悪化
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≪調査の概要・用語≫

１ ．対象企業 県内主要企業　574社
２ ．調査時点 2025年 8 月 1 日～ 8月27日

３ ．対象期間 2025年 7 ～ 9 月期実績
2025年10～12月期見通し

４．回答状況 回答企業 213社

今　回＝2025年 7 ～ 9 月期
前　回＝2025年 4 ～ 6 月期　
先行き＝2025年10～12月期

ＤＩ＝「プラス」回答の割合－「マイナス」回答の割合
　業況ＤＩ＝「良い」－「悪い」
　売上・利益ＤＩ＝「増加」－「減少」
　仕入価格・販売価格ＤＩ＝「上昇」－「下落」
　設備・労働力・在庫ＤＩ＝「過剰」－「不足」
　資金繰りＤＩ＝「楽である」－「楽ではない」

図表１　各ＤＩの結果
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図表２　業況ＤＩの推移

２０２5年
４ ～ ６ 月期

（前回調査）

２０２5年
７ ～ ９ 月期

（今回調査）

２０２5年
10～12月期
（先行き）

前回
調査比

今回
調査比

全　産　業（n=213） ▲ 8 ▲ 8（▲ 12） ➡ ▲ 4 ➡
製　造　業（n=59） ▲ 7 ▲ 29（▲ 11） ➡ ▲ 17 ➡
食料品製造業（n=27） 10 ▲ 30 （　  0） ➡ ▲ 7 ➡
食料品以外の製造業（n=32） ▲ 17 ▲ 28 （▲ 17） ➡ ▲ 25 ➡

非 製 造 業（n=154） ▲ 8 0（▲ 12） ➡ 1 ➡
建　 設　 業（n=36） 0 11 （　  9） ➡ 12 ➡
生産財卸売業（n=17） ▲ 30 ▲ 41 （▲ 17） ➡ ▲ 18 ➡
消費財卸売業（n=15） ▲ 11 13 （▲ 22） ➡ ▲ 13 ➡
小　 売　 業（n=13） ▲ 23 ▲ 31 （▲ 43） ➡ ▲ 23 ➡
運　 輸　 業（n=4） ▲ 50 ▲ 75 （▲ 63） ➡ 0 ➡
事業所サービス業（n=50） ▲ 5 14 （▲  6） ➡ 8 ➡
個人サービス業（n=19） 29 5 （　  0） ➡ 5 ➡

図表３　業種別業況ＤＩ

➡ 改善（上昇）

➡ 横ばい
➡ 悪化（低下）

自由回答より（抜粋）
・関税引き上げの影響見定めのために、自動車、モバイル関連の生産回復が予想よりも遅れている状況。見通し
が非常に悪い。（食料品以外の製造業）

・中国市場でのシェア低下や、米国の関税引き上げによる投資意欲の減退が懸念される中、業績は伸び悩み、厳
しい業況が続いている。（食料品以外の製造業）

・トランプ関税の影響で先行きが不透明。客先も設備投資を様子見の状況。省人・省力化の提案を強化している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（食料品以外の製造業）
・トランプ関税の影響と為替変動が大きな不安定要素となり、先行きの見通しが難しい。（事業所サービス業）
・ 8月の記録的大雨による稼働ロスで 8月売上減、 9月決算にて売上減予定。（生産財卸売業）
・人員不足により、需要に対して自社サービスの制限をせざるを得ないため、計画比及び前年比ともに売上・利
益が減少する見込み。（運輸業）

【最低賃金の引上げや人件費に関する自由回答】
・最低賃金が、過去最高幅で上昇する（予定）。昨年も一昨年もかなりの上昇だったため、経営への負担が一層
深刻化することが懸念される。（食料品製造業）

・最低賃金上昇により、労務費の上昇は避けられない。営業利益減少に直結する可能性がある。（事業所サービス業）
・賃上げに伴い不足人員 2～ 3名の採用を控えざるを得ない状況にジレンマを感じている。（事業所サービス業）

（ ）内は前回先行き
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